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要旨：本研究では，鋼・コンクリート合成構造の許容温度設定を合理的に行うため，加熱中に生じる鋼材と

コンクリート間の空気層の影響を検討している。合成構造を模擬した試験体の加熱試験にて，加熱中の空気

層厚さ測定方法を考案して実測し，空気層厚さが大きいほど，空気層の断熱効果によって鋼板表面温度が増

大する傾向を確認した。また，加熱中に測定した空気層厚さを考慮した熱伝達解析を実施し，解析結果と温

度測定結果を比較した。その結果，鋼板とコンクリート間に形成される空気層の断熱効果によって鋼板表面

温度が上昇し，空気層厚さが大きいほど上昇量も大きくなる傾向を熱伝達解析の面からも確認した。 
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1. はじめに 

 近年，トンネルの構造として鋼・コンクリート合成構

造が適用される例が増加している。このような構造とし

たトンネルでは，内空側に鋼材部が露出しているため，

火災が発生した場合には鋼材部が高温となり，耐荷力低

下が懸念される。従って，表面被覆などの耐火対策が必

要である。 

耐火被覆を検討する上では部材の許容温度が重要と

なる。鋼構造の場合は，鋼材の耐荷力低下の観点から許

容温度を 350℃程度とする考えがあるが，例えば，鋼殻

内部にコンクリートを充てんした，フルサンドイッチ型

鋼殻沈埋構造では，鋼殻内部からの水蒸気圧および，鋼

板とコンクリートの熱膨張の差による影響から，350℃

程度まで鋼板が温度上昇した場合，コンクリート内部の

形鋼付近からひび割れが生じることが報告されている 1）。

また，鋼殻沈埋構造への加熱による鋼板の変形は，鋼板

と内部コンクリート間にはく離を生じさせる。はく離が

生じると鋼板とコンクリート間に空気層が形成され，こ

れが断熱層の役割を果たすため，鋼板の著しい温度上昇

を引き起こし，部材に大きな損傷を与える可能性がある

（図－1 参照）。内部コンクリートまたはその他鋼材部に

損傷が発生した場合，部分的に補修を行うことが困難な

場合がある。これらのことを考慮して鋼殻沈埋構造であ

る大阪の夢咲トンネルでは，鋼板の許容温度が 250℃と

設定された 2）。また，上述した鋼材部の変形は，鋼材部

とコンクリート部の熱膨張の差に起因する熱応力によ

り，耐荷力低下につながる損傷を構造体に与える可能性

がある。これらのことから，構造体の健全性を維持する

ための合成構造の許容温度は，鋼材自身の耐荷力低下に 
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図－1 合成構造への加熱による影響 

 

加えて，鋼材部の変形により，コンクリートに損傷が発

生しない温度に設定する必要があると考える。上述した

ように鋼材とコンクリート間に形成される空気層が各

部温度に影響を与えることから，空気層の発生状況やそ

の影響度合いを把握することは、許容温度を設定するた

めに重要であると考えられる。しかしながら，空気層に

よる合成構造の鋼材温度への影響は、解析的手法にて検

討された例 3）は示されているが、その厚さと温度につい

て実験的に検証した例はないのが現状である。 

以上のことから，本研究では合成構造の部材許容温度

を合理的に設定するにあたり，鋼材とコンクリート間に

生じる空気層が及ぼす温度への影響を実験的に確認す

ることを目的としている。そのため，鋼・コンクリート

合成構造を模擬したものに，トンネル用耐火被覆材とし

て用いられる湿式吹付け軽量モルタル（耐火被覆材）を

適用した試験体を作製し，加熱試験中における空気層厚

さの測定を行っている。 
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2. 許容温度設定および耐火被覆材の厚み設計手順 

 本研究では，図－2 に示すような手順による部材の許

容温度設定および耐火被覆材の厚み設計を検討してい

る。その手順を以下に詳述する。 

2.1 加熱曲線の設定 

 加熱曲線については，トンネルの設計条件などにより

異なる。近年ではドイツにおける道路トンネル火災を想

定した RABT 曲線を用いることが多い。 

2.2 部材の許容温度設定 

(1) 鋼材部の許容温度設定 

a） 構造特性把握 

加熱によって部材は熱膨張し，変形が生じる。鋼材部

とコンクリート部では熱伝達性に差があるため，同様に

加熱されても熱膨張に差が生じる。特に鋼殻構造とした

沈埋トンネルおよびシールドトンネルでは，内空側の鋼

材と背面にあるコンクリートの間に空気層が形成され

る場合がある。このような場合，空気層が断熱層になる

ことで鋼材部の温度上昇が顕著になることが考えられ

る。空気層の形成には，鋼材部とコンクリート部の変形

挙動が影響していると推察される。そのため，鋼材部の

許容温度を設定するには，加熱時における変形挙動など

の，構造特性の把握が必要と考えられる。 

b） 許容温度設定 

鋼材部の許容温度は，鋼材部の熱膨張によるコンクリ

ートの損傷レベルなどを考慮して検討する必要がある。

図－1 に示したように，鋼材部の変形によってコンクリ

ート部に損傷が発生する可能性がある。そのため，合成

構造の種類によって異なるが，コンクリート部に損傷が

発生するレベルに達する鋼材変形量とならないような

許容温度とする必要があると考えられる。この際，温度

上昇に対して，鋼材とコンクリート間に生じる空気層が

影響を及ぼすことが考えられるため，鋼材の許容温度に

は空気層の影響を考慮する必要がある。 

(2) コンクリート部の許容温度設定 

 コンクリート部の許容温度については，これまでに耐

火設計の実績が多くあるため，それらに準ずるものとし，

本論文においては特に検討範囲としていない。 

2.5 熱伝達解析による検討 

 構成材料の熱特性および鋼材とコンクリート間に発

生する空気層の熱伝達挙動を考慮した解析を実施し，許

容温度を満たす耐火被覆材厚さを検討する。 

2.6 模擬試験体による耐火性能確認試験 

 熱伝達解析結果について，模擬試験体による確認試験

を行い，許容温度を満足できるかを判断する。許容温度

を満足できれば耐火被覆材の厚み設計を終了とする。 
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図－2 合成構造の耐火設計手順 

 

3. 本研究における検討範囲 

 本研究においては，図－2 に示した手順の中で，鋼材

の許容温度設定に必要な空気層の影響について実験に

より検討することを目的としている。そのため，加熱中

における空気層厚さの測定を実施し，空気層厚さと鋼材

温度の関係を検討した。さらに，空気層厚さ測定結果を

解析条件として考慮した熱伝達解析を実施し，加熱試験

による温度測定結果と比較することで，解析の面からも

温度へ及ぼす空気層の影響を確認した。 

また，鋼材の許容温度は，最大でも構造体としての耐

荷力低下が発生しないとされる 350℃程度であると考え

られる。本研究では，検討段階を 2 つに区分し，第 1 段

階としては 250℃程度まで，第 2 段階として 350℃，ま

たはそれを超える領域での空気層の影響を検討するこ

ととした。第 1 段階の 250℃は，近年のフルサンドイッ

チ型の鋼殻沈埋トンネルに適用されている許容温度レ

ベルである。本論文中では，第 1 段階の 250℃程度まで

の温度領域における空気層の影響について報告するも

のである。 

 

4. 加熱試験 

鋼板とコンクリート間に生じる空気層厚さの違いに

よる鋼板表面温上昇量の違いを実験的に確認すること

を目的に加熱試験を実施した。試験体は，仕様の異なる

鋼・コンクリート合成構造を模擬したものを 2 種類作製

した。 

4.1 試験概要 

(1) 試験体 

a) 鋼材部の仕様 

鋼材部の仕様は図－3 に示すようなものとした。種類

は 2 種類とし，タイプ 1 が 9×300×300mm の鋼板裏面
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に D10 鉄筋を 200mm ピッチにて溶接した。また，タイ

プ 2 については，実際の鋼殻沈埋トンネルの仕様を参考

に，L 形の形鋼を 600mm ピッチにて鋼板裏面に溶接した。 

b) コンクリート 

コンクリートについては，鋼板裏面に対して表－1 に

示す配合のコンクリートを厚さ 200mm にて打設した。

また，加熱による鋼板とコンクリート間のはく離が容易

となるように，鋼板裏面には厚さ 0.25mm のポリエチレ

ンシートを設置し，その上部にコンクリートを打設した。 

c) 耐火被覆材 

 耐火被覆材は，セメントを結合材，骨材として軽量骨

材を使用したプレミックスタイプのものを使用した。表

－2 には，使用した耐火被覆材の物性を示す。耐火被覆

材は，写真－1 に示すように，鋼板表面に格子状のはく

落防止用メッシュ（ステンレス製，φ1.6mm，50mm ピ

ッチ）をタッピンビスにて設置した後，厚さ 25mm にて

吹付け施工した。なお，施工面積については，タイプ 1

は鋼板全面（300×300mm），タイプ 2 については鋼板中

心部の 900×900mm とした。耐火被覆材吹付け後，25d

気中養生を行った後，加熱試験において耐火被覆材の含

水率による影響を小さくすることを目的に，加熱試験の

前には 5d 乾燥養生（40℃）を行った。 

(2) 測定項目および測定箇所 

a） 温度（熱電対設置箇所） 

 温度測定部分は図－3 に示した部分とし，また，各部

分の温度測定箇所は図－4 に示した箇所とした。なお，

タイプ 2 の試験体については，測定部分を A，B および

C エリアの 3 箇所とした。 

b） たわみ量（空気層厚さの測定） 

鋼板たわみ量については，図－5 に示すように，コン

クリート中に鋼製パイプを埋め込み，その中に石英ガラ

ス棒（線膨張係数：1×10-7/℃）を設置し，その沈下量を

加熱中の鋼板たわみ量として測定した。また，鋼板たわ

み量測定部付近の裏面コンクリートのたわみ量も測定

した。本論文においては，図－6 に示すように，鋼板た

わみ量から裏面コンクリートたわみ量を差し引いた値

を鋼板とコンクリート間に生じた空気層厚さとした。な

お，たわみ量測定は，図－3 に示した温度測定と同様の

部分にて実施した。 

c） 含水率 

 コンクリートについてはφ100×200mm，耐火被覆材

については 25×300×300mm の含水率測定用の試験体を

作製し，加熱用試験体と同条件の養生を行って，試験前

のコンクリートおよび耐火被覆材の含水率を測定した。 

(3) 加熱試験 

加熱試験は高性能水平炉に対して試験体を図－7 に示

すように設置して実施した。加熱条件は，トンネルの耐 
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図－3 試験体概要  

 

表－1 コンクリートの配合 

呼び 
強度 

最大 
寸法 

（mm）

スラ 
ンプ 

（cm）

W/C 
（%） 

空気量 
（%） 

s/a 
（%）

30 20 8 50.7 4.5 43.2 
単位量（kg/m3） 

水 セメント 細骨材 粗骨材 AE 減水剤

163 322 779 1058 3.22 

 

表－2 耐火被覆材の物性 

単位容積

質量 
(kg/m3) 

材齢 28d 
圧縮強さ

(MPa) 

熱伝導率 
（W/m･K） 

比熱 
（kJ/kg･K）

700～800 1.5 以上 0.20 0.97 

 

 

写真－1 メッシュ設置状況 

加熱方向

コンクリート
厚さ：200mm

鋼板
厚さ：9mm

鋼板表面

コンクリート
表面

コンクリート
内部20mm

図－4 温度測定箇所 
 

火設計に比較的よく用いられる RABT 曲線に準じ，最高

温度（1200℃）保持時間を 25min に設定した RABT 曲線

30 分による加熱とした。 

4.2 試験結果および考察 

(1) 温度，たわみ量および空気層厚さ測定結果 

図－8 には，試験体タイプ 1 の温度，たわみ量および

空気層厚さと時間の関係を示す。鋼板表面温度は加熱開

始から 83min の時点で最大値である 187℃を示し，空気

固定ピッチ：400×426mm

400
426
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層厚さについては明確なピークは認められず，最大でも

0.2mm 程度であった。また，本試験では，鋼板のたわみ

変形は温度上昇による熱応力の発生が主要因と考えら

れるが，図－8 の結果からは，鋼板表面温度と鋼板たわ

み量が最大値を示す時間帯が異なる。これは，図－6 に

示した試験体設置条件の影響により，試験体設置ジグの

沈下量が鋼板およびコンクリートたわみ量測定結果に

反映されているためと推察される。 

図－9 には，試験体タイプ 2 の温度，たわみ量および

空気層厚さと時間の関係を測定エリア別に示す。試験体

タイプ 2 の空気層厚さと時間の関係は，鋼板表面の温度

変化と同様な挙動を示し，鋼板表面温度が最大となった

73min の時点で空気層厚さも最大値を示した。これは，

本試験の条件では鋼板の変形に影響を及ぼす要因が，加

熱による鋼板への熱応力であったためと推察される。ま

た，空気層厚さは A エリア（加熱面中心部）が最も大き

く，最大値が 2.13mm，B エリアで 1.33mm，C エリアで

1.44mm となった。A エリアで空気層厚さが最大となる

のは，試験体の形状およびコンクリート内部の形鋼の配

置により，A エリアが最もたわみが生じやすい部分であ

ったことが理由として挙げられる。また，鋼板表面温度

には，加熱中に大きな変曲点などは認められない。従っ

て，今回の加熱試験における 250℃程度までならば，鋼

板とコンクリート間に空気層が形成されても，試験体に

急激な温度上昇などが発生しない温度領域であると考

えられる。 

(2) 鋼板とコンクリート間の温度差および鋼板表面最

大温度に及ぼす空気層厚さの影響 

図－10 には，鋼板表面温度最大時における鋼板表面温

度とコンクリート表面および 20mm 位置との温度差を示

す。なお，図中に示した空気層厚さは，加熱開始から鋼

板表面温度が最大値を示した 73min までの平均値を示し

ている。空気層厚さは，時間の経過と共に変動しており，

73min までに測定された空気層厚さを考慮するため，そ

れまでの平均値を評価に用いた。なお，平均値は，測定

された空気層厚さの累計値を測定回数で除して算出した。 
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図－5 鋼板たわみ量測定方法 

 

図－6 空気層厚さ

の測定方法 
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図－7 加熱方法 

 

 
図－8 温度，たわみ量および空気層厚さと時間の関係 

（タイプ 1） 

鋼板表面温度
コンクリート表面温度
コンクリート20mm位置温度

鋼板たわみ量
コンクリートたわみ量
空気層厚さ

0

50
100

150
200

250

0 30 60 90 120 150 180
時間（min）

温
度

（
℃

）

0

1
2

3
4

5

た
わ

み
量

ま
た
は

空
気

層
厚

さ
（

m
m
）

図－9 温度，たわみ量および空気層厚さと時間の関係（タイプ 2） 
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鋼板表面温度との温度差は，73min 平均空気層厚さが

増加するに従って大きくなる傾向を示した。これは，加

熱によって空気層が形成されることにより，空気層の断

熱効果が発揮されているためと考えられる。なお，既往

の熱伝導解析結果 3）では，空気層厚さの増加によって鋼

板とコンクリートの温度差が大きくなる結果が示され

ており，本試験結果についても同様の傾向が確認された。

また，試験体タイプ 1 の温度差は，試験体タイプ 2 のい

ずれの測定エリアにおける温度差よりも小さい。これは，

試験体タイプ 2 と比較して空気層厚さが小さくなったた

めと考えられる。空気層厚さが小さくなった理由として

は，試験体タイプ 2 と比較して D10 鉄筋を溶接すること

で，より小スパンで鋼板を拘束していること，鋼板の面

積が異なることなどにより，鋼板の温度上昇に伴うたわ

み変形を抑制していることが挙げられる。従って，加熱

による鋼板のたわみ変形を抑制することは，鋼板とコン

クリート間に形成される空気層による断熱効果を低減

し，鋼板の著しい温度上昇を抑制する効果が期待される。 

 図－11 には，試験体タイプ 2 の A エリア鋼板表面温

度が最大値を示した時間（加熱後 73min）における鋼板

表面温度と 73min 平均空気層厚さの関係を示す。試験デ

ータが少ない中ではあるが，空気層厚さの増加に伴って

鋼板表面温度は増大する傾向にある。また，A エリアと

C エリアを比較すると約 30℃の温度差が生じていた。こ

れにより，同等の熱量を与えた場合でも，空気層厚さに

よって鋼板温度が異なる傾向が確認された。 

 

5. 熱伝達解析 

 本試験で得られた加熱試験結果について，熱伝達解析

からも空気層厚さによる鋼板温度への影響を確認した。 

本試験においては，試験体の鋼板とコンクリート間に空

気層が生じており，その影響によって鋼板の温度上昇量

が増大していると考えられる。そこで，鋼板とコンクリ

ート間に生じる空気層を考慮した熱伝達解析を実施し

た。なお，一般の熱伝導解析の汎用プログラムでは，空

気層の輻射，対流および熱伝導を全て考慮したモデルが

整備されておらず，本試験のように，材料間に空気層が

あると熱伝達解析が正確にできない。そこで，汎用 FEM

解析プログラム DIANA5）に以下に述べる条件を組込ん

で，本試験での A エリア部分を対象に解析を行った。 

5.1 解析条件 

(1) 解析モデル 

 解析モデルは図－12 に示すものを用いた。鋼板とコン

クリート間には厚さ 1.0mm の空気層を配置した。これは，

本試験で得られた A エリアにおける加熱時間中

（140min）の平均空気層厚さを算出し，0.99mm であっ

たため，その値を参考に設定したものである。なお，試 
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図－10 鋼板表面温度とコンクリート表面および 20mm

位置における温度差（鋼板表面温度最大時） 
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図－11 加熱後 73min における鋼板表面温度と平均空

気層厚さの関係（試験体タイプ 2） 

 

験結果より空気層厚さは時間の経過によって変動して

いるが，解析条件に反映すると計算が非常に複雑となる

ため，本解析においては空気層厚さを 1.0mm 一定とした。 

(2) 空気層の熱伝達挙動 

 空気層の熱伝達挙動については，既往の研究 6）と同様

とし，輻射，対流および熱伝導を考慮する条件とした。 

(3) 耐火被覆材，鋼板およびコンクリートの熱伝導率

ならびに熱容量 

耐火被覆材の熱伝導率は表－2 に示した 0.20 W/m･K

とし，熱容量は 727.5kJ/m3･K（密度：750kg/m3，比熱：

0.97kJ/kg･K として計算）とした。鋼板については文献記

載値 7）を使用した。コンクリートについても文献記載値
8）を用いたが，コンクリートについては熱伝導率が Upper

および Lower についての記載があり，本解析ではそれら

の平均値を用いた。 

(4) 潜熱の影響 

 潜熱についても既往の研究 6）と同様の方法で考慮する

こととした。耐火被覆材およびコンクリートの含水量は，

含水率試験結果（耐火被覆材 5.3%，コンクリート 5.8%）

から算出し，それぞれ耐火被覆材 39.8kg/m3，コンクリー

ト 145kg/m3と設定した。 

(5) 加熱方法および境界条件 

 解析モデルへの熱量の入力は，輻射境界の外気温を

RABT 曲線 30 分に従い変化させる方法とし，熱伝達によ

る入熱は考慮していない。これは，RABT 曲線の高温下
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では輻射による入熱が支配的になると考えられるから

である。また，本解析での非加熱面側の熱伝達境界の熱

伝達率は 14W/m2･K9）とし，外気温は 20℃と設定した。 

5.2 解析結果と実験値の比較 

 図－13 には，解析結果と加熱試験結果の比較を示す。

コンクリート表面温度においては解析値と実験値の誤

差があるが，鋼板表面温度については良く整合している。

また，加熱試験において確認された鋼板表面温度とコン

クリートの温度差も，深さ 20mm の位置ではある程度の

精度を持って再現できている。このことから，加熱試験

において確認された空気層による断熱効果が解析によ

っても確認できた。 

 

6. まとめ 

 本研究での試験結果を総括すれば，以下の通りである。 

(1) 加熱中に発生する鋼板とコンクリート間の空気層厚

さを実測することができた。また，本試験の条件で

は最大で 2.13mm の空気層厚さが測定された。 

(2) 鋼板の温度応力に起因して発生する鋼板とコンクリ

ート間の空気層厚さは，鋼板表面温度の上昇に伴い

増大する傾向を示す。 

(3) 今回加熱試験を実施した試験体仕様では，鋼板表面

温度が 250℃程度までならば，鋼材部の急激な変形な

どが発生しない安全な許容温度であると考えられる。 

(4) 鋼板とコンクリート間に形成される空気層の厚さが

大きいほど断熱効果が大きくなり，鋼板とコンクリ

ートの温度差が大きくなることを実験的に確認した。 

(5) 鋼板の剛性を増大させることは，加熱による鋼板と

コンクリート間の空気層厚さ増大を抑制し，鋼板の

著しい温度上昇を低減する効果が期待できる。 

(6) 同等の熱量を与えた場合でも，鋼板とコンクリート

間に生じる空気層厚さが大きい方が，鋼板表面温度

が高くなる傾向を確認した。 

(7) 鋼板とコンクリート間に発生する空気層を考慮した

熱伝達解析結果は，加熱試験の結果とよく整合して

おり，空気層による鋼板温度への影響を熱伝達解析

の面からも確認した。 

 

7. 今後の課題 

 本報では，鋼材温度が 250℃以下の領域での空気層厚

さと鋼材温度の関係を把握し，熱伝達解析で鋼材温度を

精度良く推定できることを確認した。今後は鋼材がより

高温になり，変形量が大きくなる場合でも空気層の影響

を考慮して，鋼材温度を精度良く解析で推定可能とする

ため，検討段階 2 に位置付けた 250℃を超える領域での

空気層厚さと鋼材温度の関係を把握する予定である。 

空気層1mm
コンクリート200mm

鋼板9mm

熱伝達境界

輻射境界
輻射率ε＝0.9

耐火被覆材25mm
 

図－12 解析モデル 
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図－13 解析結果と加熱試験結果の比較 
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